
資

料

所
得
格
差
と
所
得
再
分
配

紹

介

と
補

足

的

コ
メ

ン
ト

小

林

晃

1

「
研
究

者

に
広

く
議
論

の
素
材

を

提
供

す

る
」
た
め

の

「
研

究
試

論

」

シ
リ

ー
ズ

の

一
つ
と

し

て
、
経
済

企

画
庁

研
究

所
編

『
日
本

の
所

得
格

差
-

国

際
比

較

の
視

点

か

ら
ー

』
(
一
九
九
八
年

一
月
)
が
出

さ
れ

た

(た
だ
し
、
こ
の
シ
リ
ー
ズ
は
す
べ
て
、
研
究
所
と
し
て
の
公
式
見
解
を

示
す
も

の
で
は
な
く
、
個
人
の
責
任
で
執
筆
し
た
研
究
試
論

で
あ
る
と
い
う
断
り
が
あ
る
)
。

近
年

欧

州
諸

国

を

中
心

に
、
高

失
業

の
削
減

、

雇

用
拡

大

に
向

け
た

「
雇

用
戦

略

」

を
主

た

る
問
題

意

識

と
し

て
、

O

E
C

D
加

盟
国

の
所
得

分

配

に
関

す

る
議

論

が
活

発

に
行

わ

れ

て
き

て
い

る
が
、
本

書

は
、
「
O

E
C

D
経

済
政

策
委

員

会

に
お
け

る
議
論

へ
の
参
加

の
た

め
、
同

機

関

が
採

用

し

て
い
る
国
際

的

な

分
析

枠
組

み

に
準

拠

し

つ
つ
、
日
本

の
所
得

格
差

の
状

況

を
計

測
し

た
」
(同
書
、
五
頁
)
も

の

で

あ

る
。

所

得

分

配
な

ら

び

に
再
分

配

の
実

態

分
析

(計
測
)
に
際

し

て
、
本

書

が
準
拠

し

た
グ

ロ
ー

バ

ル

ス
タ

ン
ダ

ー
ド

の
中

身

は
、
要
約

す

れ
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ば
以
下

の
五
点

で
あ

る
。

ω
個
人
間

の
所
得
格
差

の
測
定

に
あ
た

っ
て
、
単
純
な

一
人
当

り
所
得

で
は
な
く
、
個
人
が

そ
の
所
属
す
る
世
帯
規
模

の
相
違

に
よ
る

影
響

を
加

味

し

た

(
一
定
金
額

の
消
費
か
ら
得
ら
れ
る
満
足
を
世
帯
員
が
分
か
ち
合
う
と
い
う
規
模

の
経
済
を
適
切
に
評
価

に
入
れ
た
)
所

得
i

コ

人
当

り
経
済

厚

生

(効
用
水
準
ご

に
依

っ
て

い
る
。

そ

し

て

こ
の

「
一
人

当

り
経

済

厚
生

」
を

示
す

よ
う

に
修

正

さ

れ
た
可

処

分
所

得

を
、

「
等

価

可
処

分
所

得
」

と

呼

ん

で
い
る

(以
ド
、

た
ん
に
可
処
分
所
得
と
い
う
場
合
、
こ
れ
を
指
す
)。

②

個
人

間

の
所

得

格
差

の
調
査

、

測

定

に

つ
い

て
は
、

今

日
先

進
諸

国

で
は
、

「
ル
ク

セ

ン
ブ

ル
グ
所

得

調
査

」

(L
I
S
)

の
テ

ー
タ

ベ

ー

ス
が

用

い
ら

れ

る
場

合

が
多

い
。

こ
れ

は
、

各

国

の
家

計
所

得

に
関
す

る
個
票

デ

ー
タ

ベ

ー

ス
を
、

国
際

比
較

が
可
能

な
形

に

メ

ン

テ
ナ

ン

ス
し

た
も

の

も

っ
と

も
、

そ

の
他

の
国

際

比
較

が

そ
う

で
あ

る
よ
う

に
、
様

々
な
制

約

や
限

界

が
あ

る

で
あ

る
。

O

E

C
D

に
お

け

る
分

析

も
、

こ

の
L
I

S
を
採

用
し

て

い
る
が
、

日
本

は
現
在

の
と

こ
ろ
、

い
ま

だ

こ
の

デ
ー

タ

ベ
ー

ス

に
参

加

し

て
い
な

い

。個

そ

こ

で
本
書

で
は
、
総

務

庁

『
全

国
消

費

実
態

調
査
』

(五
年
ご
と

に
実
施
)
の
個
票

を
集

計

し
た

デ
ー
タ
を
中

心

に
し

つ
つ
、
国

際
比

較

が
可
能

な
形

で
分

析

さ

れ

て

い
る
。
今

回

の
分

析

は
、

直

近

の

一
九

九

四
年

と

一
九

八

四
年

の
比
較

を

主

と
し

て
い
る
。

具
体
的

な
集

計
、
分

析

の
方
法

(九
二
～
九
五
頁
参
照
)
は
、
O
E

C

D
が
提

示

し

た
基

準

に
従

っ
て
お

り
、
L

I
S

を
用

い
た
既

存

の
分

析

に
概

ね
沿

っ

た
も

の
と

な

っ
て

い
る
。

ω

可
処

分

所
得

を
算

出

す

る

う
え

で
必
要

な

「
租

税
」

と

「
移
転

」

の
う
ち

、
「
租
税

」

は
通

常

の
租

税

の
ほ
か
、
社

会

保
険
料

(税
)

11
社

会
保

障

負
担

が
含

ま
れ

る
。

ま
た

「移

転

」

(的
支
出
)
は
、
グ

ロ
ス

の
社
会

保
障

給
付

を
指

す

(推
計
方
法
に

つ
い
て
は
、
九
六
～

一
〇

一
頁
参
照
)。



3所 得格差 と所得再分配

表1可 処分所得の分配(日 本)

等価可処分所得(弾 性値=o.5)

C%)

1974 1984 1989 1994

ジニ係数 (26.6) 25.2 26.0

33.1

2s.5

SCV (30.0) 24.3 30.0

MLD (12.1) 11.1 11.9 12.fi

ア トキ ンソ ン尺度 (5.9) 5.3 5.7 5.9

1人 当 た り可処分所 得(弾 性値 一1.0)

C%)

1974 1984 1989 1994

ジニ係数 (29.$) 28.8 29.4 29.6

SCV (38.2) 34.5 ・
・ 39.3

MLD (14.7) 14.0 14.7 15.3

ア トキ ンソ ン尺度 (7.1) 6.7 7.1 7.3

(注)1.()内 の数値 は,世 帯}三が 主にあ るいは専 ら農林水産業 に従 事する世帯 を除 いた もの。

2.「 全国 消費実態調査所得分布研究 プロ ジェク トチ ーム」 による推計結果 か ら作成(特 に断

わ らな い限 り,以 ド同様)。

3.弾 性値==0.5の 意義 と根拠 につ いて は,本 書 の11頁 参照。(以 ドも同 じ)。

※ 本書,15∫ 「{。

○
年
間

に

つ
い
て
、
四

つ
の
不
平
等
尺
度

は
い
ず
れ

ω

可
処
分
所
得

の
分
配

日
本

に
お
け
る
可
処
分
所
得

の
格
差

は
、
等
価
可

処
分
所
得
、
単
純
な

一
人
当
り
可
処
分
所
得

の
い
ず

れ

で
み
て
も
、

一
九
八
四
～
九

四
年

の
あ

い
だ

で
拡

大
し

て
い
る
。
表

1
に
み
ら
れ
る
と
お
り
、
こ
の

↓

上

述

の
統
計

デ
ー
タ
な
ら
び
統
計
分
析
手

法

に

よ
り
な
が
ら
、
主

に
第

二
章

で
、
日
本

に
お
け
る
可

処
分
所
得
の
分
配
実
態

の
計
測
結
果
を
概
括
し
、
あ

わ
せ

て
L
I
S
参
加
国

と

の
国
際
比
較
を
試

み

て

い
る
。

尺

度

を

用

い

て

い

る

(
↓

一、
互

二
～
五
六

頁
参

照
)
。

線

に
加

え
、
ジ

ニ
係
数

、
平
方

変
動

系
数

(S
C
V
)
、

平

均

対
数

偏

差

(M
L
D
)

お
よ
び

ア
ト
キ

ン
ソ

ン

㈲

所

得

分

配

の
不

平

等

を

計

る
尺

度

に

つ
い

て

は
、

O
E

C

D

の
基
準

に
沿

っ
て
、

ロ
ー

レ

ン

ツ
曲
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表2各 分位 における可処分所得 シェアの増減(日 本)

弾性値a.5
(%ポ イ ン ト)

5分 位 1 2 3 4 5

1984-1994 一〇
.4

一〇
.3-0,1 0.1 0.7

※ 同 ヒ,16頁 。

表3「 所得再分配調査」のジニ係数
(%)

再分 配前 の

年1所 得

ジニ係(a)

再分配 後 の 租税 によ る 社会 保障 による

所得 再 分配後 の所得2再 分配後 の所得3

ニ ジ係数(b)1-b/aジ ニ係数{c)1-c/aジ ニ係数(d)1-d/a

1961

1966

1971

1974

×977

1980

1983

1986

1989

1992

39.0

37.5

35.4

37.5

36.5

34.9

39.8

40.5

43.3

43.9

34.4

32.8

31.4

34.6

38.8

31.4

34.3

33.8

36.4

36.5

11.8

12.fi

11.4

7.8

7.4

10.0

13.8

16.5

15.9

17.0

36.1

33.8

36.4

35.2

33.0

38.2

..

42.1

42.6

7

4

9

7

4

8

2

9

2

3

4

2

3

5

3

4

2

3

34.2

33.4

35.8

3s1

33.2

35.8

35.6

37.9

38.1

8.7

5.7

4.5

1.2

5.0

9.8

12.0

12.5

13.2

1.デ ータが収集 された年 を記す。調査報 告書 では翌年の値 と して公 表 して いる。

2.社 会保障の寄 与分を除 き,租 税支払 のみ考慮 した再分配後の所得。

3.医 療 の現物給付 を含めた社会保障給付を加え,租 税 の寄 与分を引いた再分配後の所得。

資料=厚 生省 「所得再分配調査」(本 書,18頁)。

(注
)

こ
の
点

に

つ
い
て
、
本
書

は
、
「
こ
の
間

の
所
得
分

配

の
変
化

は
、

主
と

し

て
低

所
得

層
及

び
高

所
得
層

で
生

じ

て
お

り
、

中

所
得

層

で

は
大

き

な

変

化

は
観

察

さ
れ

て

い
な

い
。

い
く

つ
か

の
国

で
指
摘

さ
れ

て
い
る
中

と
お

り
、

高
所

得

層

で

(あ
る
い
は
高
所
得
層

ほ
ど
)
増
加

し

(第
4
、
5
分
位
)、
逆

に
低

所

得
層

で

(あ
る
い
は
低
所
得
層
ほ
ど
)

減
少

し

て
お

り

(第
1
～
3
分
位
)、

可

処
分

所

得
分

配

に
お
け

る
格
差

と

不
平
等

の
拡

大

が
、

こ

(
注
)

の
点

で
も

明
白

に
う
か

が
わ

れ

る
。

ま
た
、

こ
の

一
〇
年
間

の
所
得
分
配

の
変

化
と
推
移
を
、
所
得
分
位
ご
と

の
可
処
分
所

得

シ

ェ
ア
の
増
減

で
み
る
と
、
表

2
が
示
す

で
あ

る

こ
と
を
示
す
)
。

ど
格
差
が
大

き
く
、

し
た
が

っ
て
分

配
が
不
平
等

れ

の
尺
度

も
、
係
数

の
性
格
上
、

値

が
大
き

い
ほ

平
等
が
拡
大
し

て
い
る
か
ら

で
あ

る

(
い
ず

も
増

加

し

て
お
り
、

し

た
が

っ
て
格
差

と

不



所得格差と所得再分配

 

5

間
層

の

『
空
洞
化
』

(両
極

分
解
)

は
、
我

が
国

に
関

し

て
は
生

じ
な
か

っ
た
と

い
え
よ
う
」

(
14
頁
)
と

述

べ
て

い
る
。

つ
ま
り
、
所
得

分
配

の
変
化

の
程
度

が
、
ど

の
層

で
大
幅

で
あ

る
か
小

幅

で
あ
る
か

に
重
点

を
置

い
て
説
明
し

て
い
る
。
こ
の
よ
う
な
統
計
解

釈
も

可
能

で
は
あ

る
が
、
肝
心
な
点

を
看
過

し

て
い
る
よ
う

に
思

わ
れ

る
。

(
注
)

な

お
、
ジ

ニ
係

数

に

つ
い

て
は
、
別

の
資
料

(厚
崖
者

「所
得
再
分
配
調
査
」
「家
計
調
査
」
)
で
も

同
様

な
結

果

が
示

さ
れ

て
お

り
、
そ
れ

に

よ
れ

ば
再
分

配
後

の
所

得

(可
処
分
所
得
と
ほ
ぼ
同
じ

ド
記
の
注
参
照
)
の
ジ

ニ
係
数

は
、
最
近

の

ほ
ぼ

一
〇
年

間

(
一
九
八
〇
～
九
二
年
)、

い
ず

れ
も
増

加

傾
向

を

示

し

て
い
る

(表
3
参
照
。
な
お
、
「家
計
調
査
」

の
結
果
に

つ
い
て
は
、
本
書

一
九
頁

の
表
2
-
5
参
照
)。

(注
)

こ
の

『所
得
再
分
配
調
査
』
は

『国
民
生
活
基
礎
調
査
』
の
サ
ン
プ
ル
の
う
ち
約
九
、
O
O
O

サ
ン
プ

ル
を
用
い
て
.二
年
毎

に
集
計
さ
れ
て
い
る
。

同
調
査
に
お
け
る
再
分
配
後
所
得

の
定
義
は
、
医
療
保
険
に
よ
る
現
物
給
付
を
含
む
点

で
、
『全
国
消
費
実
態
調
査
』

の
畦
処
分
所
得
と
は
数
値
上
若

干
異
な

っ
て
い
る
。

つ
い
で
可

処

分
所

得

の
分

配

に
お

け
る

日
本

と

O
E

C

D
諸
国

と

の
国

際

地
範

が

試

み
ら

れ

(表

4
、
5
参
照
)
、
次

の
よ

う

に
述

べ

て
い

る

。(注

)

本
書

に
よ
れ
ば
、

こ
う
し
た
国
際
比
較

は
、
ω
餌
≦
巻

き
ζ
`
..一訂
8

ヨ
Φ
∪
翼

ユ
9

鉱
o
巳

口
○
国
O
u

O
o
巷

鼠

Φ
ρ
..
O
肉
6
b

肉
8
謹

§
爵

O
ミ
h8
神

0
6
鶏
忽
§

蕊

ω
ミ
ミ
題

轡
言

ぐ

一鷲

9

0
閣
O
U
.
に
よ
る
大
雑

把
な
分
析

以
来
あ

ま
り
行
わ

れ

て
こ
な
か

っ
た
。

「
各

国

と

も

ト

レ

ン
ド

と

し

て
格

差

拡

大

傾

向

に

あ

る

と

い
わ

れ

る

こ
と

か

ら
、

一
九

九

四

年

の

日
本

と

の

比

較

で

は

日
本

の

不

平

等

(注

1

)

度
が
誇
張

さ
れ
る
可
能
性
が
あ
る
。

こ
う
し
た

こ
と
も
踏

ま
え

て
、
あ
え
て
こ
の
結

果
か
ら
導
か
れ
る
評
価
を
述

べ
る
な
ら
ば
、

日
本

の

等
価
可
処
分
所
得

は
、
北
欧
諸
国
を
中
心
と
す
る
数
力
国

よ
り
不
平
等

で
あ
る
が
G
7
の
な
か
で
は

ド
イ

ツ
と
並
ん
で
比
較
的
平
等
な
位

(
注

2

)

置

に

あ

る

と

い

え

よ

う

」

(
、
...頁

)
。

(注

1
)

表

4
に
み
ら
れ

る
と
お
り
、

L
I
S
参
加

国

の
デ

ー
タ

は
、

い
ず
れ
も

一
九

八
〇
年
代

の
も

の
で
あ

る

こ
と

に
よ
る
。

(
注

2
)

こ
の
よ
う
な
評
価

に
た

い
し

て
は
、
専

門
家

の
あ

い
だ

に
な
お
異
論

が
あ

る
と

い
う
。
(
た
と
え
ば

、
橘
木

俊
詔

・
八
木

匡
、
「
所

得
分
配

の

現
状
と
最
近

の
推
移

:
帰
属
家
賃

と
株
式

の
キ

ャ
ピ
タ

ル
ゲ
イ

ン
の
推
計

と
併

せ

て
」
石
川
経

夫
編

『
日
本

の
所
得

と
富

の
分
配
』
、

一
九

九
四
年
所
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表40ECI)諸 国 にお け る可処分 所得 の分配:10分 位 の累積 シ ェア

弾性 値 一…0.5
(%)

年10%20%30%40%50%60%70%80%90%

日本 19843.8

19893.7

19943.5

9.516.324.032.742.353.065.279.5

9.316.023.632.041.752.464.fi79.0

9.115.723.331.841.452.264.478.9

オ ー ス トラ リア

ベ ル ギ ー

カ ナ ダ

フ ラ ンス

ドイ ツ

ア イル ラ ン ド

イ タ リア

ル クセ ンブル グ

ノル ウ ェ ー

ス ウ ェ ー デ ン

ス イ ス

イ ギ リス

ア メ リカ

19852.97.713.721.029.439.050.263.075.3

19884.210.217.125.033.843.554.366.480.3

19872.87.814.121.530.139.850.763.378.4

19843.08.314.621.829.939.149.561.676.3

19844.09.816.624.232.942.553.265.379.4

19872.57.112.619.327.136.347.Q59.675.1

19863.18.013.920.728.738.048.761.276.2

19854.310.217.124.833.543.153.966.080.4

19863.99.816.924.933.943.754.666.780.6

19873.39.516.925.334.644.855.968.281.9

19822.88.014.121.029.037.847.758.972.5

19862.57.513.520.528.738.249.161.877.1

19861.95.711.218.426.235.746.96a.276.3

フ ィ ン ラ ン ド19874.510.818、126。435.645.s56.668.682.2

オ ラ ン ダ19874.110.116.924.533.042.553265.379.4

ニ ュ ー一ジ ー ラ ン ド19883 .28.514.721.930.239.951.063。979」

こ
の
異
論
を
考
慮

に
入
れ

て
再
計
測

す
れ
ば
、

「
日
本
は
」
l
S
参
加
国

の
中

位

に
属
し
、
ド
イ

ツ
、
カ
ナ
ダ
な
ど
よ
り

不
平
等
、
ア
メ
リ
カ
、
イ
タ
リ
ア
な
ど
よ

り
平
等
と
判
定
さ
れ
る
」

(
二
三
頁
)

と

し

て
い
る
。
こ
の
種

の
国
際
比
較

の
困

難
性
な
い
し
不
完
全
性
が
窺
わ
れ
る
。

②

市
場

所
得

の
分

配

こ

こ
で
市

場
所

得

と

は
、
政
府

(財
政
)

よ
る
再
分

配
、
す

な

わ
ち

「租

税

」
控

、

「移

転
」

追

加

が
行

わ

れ

る
以

前

の

得

(市
場
所
得
ー-
可
処
分
所
得
+

「租
税
」

「移
転
」
)
で
、
内

訳
と

し

て
は
、
「
勤

労

得

」
、
「資

本

所
得

」
、
「自

営

所
得

」

に

け

ら

れ

て
お

り
、

こ

の
う

ち

日
本

の

四
年
時

点

で

い
え
ば

「勤

労

所
得

」
が

八
五

%
を

占

め

て
い
る
。

表

6

に
み

ら

れ

る

と

お

り
、

こ

の
市

所
得

の
分

配

(表
6
の

「
租
税

・
移
転
調

資 料:日 本 以 外 はAtkinson,A.B.,L.RainwaterandT,M.Smeeding(1995),Income

DistributioninoECDCountries,SocialPolicyStudiesNo.18,0ECD.な お,フ ィ ン ラ ン

ド以 下3か 国 は,LISで は な く 各 国 デ ー一 タ ベ ー ス か ら の 集 計 。(本 書,21頁)。
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表6再 分配前後の不平等尺度(日 本)

弾性値=0.5
(%)

1984 1994変 化 率(84-94)

SCV

租 税 ・移 転 調 整 前(1)40.153.633,7

租 税 ・移 転 調 整 後(2)24.329.621.7

租 税 ・移 転 に よ る変 化 率(2)/(1)-1-39.4-44.9

ジニ係数

租 税 ・移 転 調 整 前(1)・ ・

租 税 ・移 転 調 整 後{2)25.2

租 税 ・移 転 に よ る変 化 率(2)/(1)-1-15.2

34.0

26.5

-22 .0

14.0

4.9

ア トキ ン ソ ン尺 度

租 税 ・移 転 調 整 前{1)8.4

租 税 ・移 転 調 整 後{2)5.3

租 税 ・移 転 に よ る変 化 率(2)/(1)-1-36.7

X2.4

5.9

-52 .3

47.3

10.9

※同L,25頁 。

表70ECD諸 国 にお ける市 場所 得 の分配

弾性 値 一一〇.0

10分 位の累積 シ ェア

C%〉

年10%20%30%40%50%60%70%80%90%

日本 19842.57.613.921.329.8

19892.16.913.020.828.4

19941.76.212.419.527.9

39.350.162.4

38.048.861.1

37.448.360.9

77.1

76.1

7s.i

オ ー ス トラ リア

カ ナ ダ

ドイ ツ

ア イ ル ラ ン ド

オ ラ ンダ

ス ウ ェ ー デ ン

ス イ ス

イ ギ リス

ア メ リカ

1985Q.43.1

1987a.94.O

l9840.11.8

19870.12.0

19870.95.0

19870.21.1

19820.83.7

19860.21.7

19860.63.2

8.114.923.2

9.015.623.9

7.214.322.7

6.712.719.6

11.118.226.4

4.210.118.2

9.015.723.5

5.711.919.9

7.613.721.5

32.9

33.s

32.7

28.7

35.8

28.5

32.4

29.7

30.9

44.257.573.6

45.158.675.Q

44.358.074.5

39.853.571.1

46.859.775.4

41.256.374.0

42.654.669.3

41.555.673.1

42.055.572.5

フ ィ ン ラ ン ド1987

フ ラ ン ス1985

イ タ リア1986

ル ク セ ンブ ル グ1985

ベ ル ギ ー1988

0
σ

0

0

4

4

Q
リ

4

「0

00

0
0

把
U

7

n
U

O

9
白

A
U

A
U

1

0
0

Q
J

8.415.i23.733.8

8.714.622.030.8

10.717.525.434.7

14.922.230.640.1

14.722.230.940.9

45.6

4i.4

45.6

50.9

52.0

59.375.8

54.070.0

58.674.5

63.478.7

64.479.2

1.市 場所得 がゼロの世帯 は推 計の際 対象か ら除外 した。

資料:日 本以外 は前出,Atkinsonetal。(1995)。(同L,26頁)。
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表80ECD諸 国における市場所得の分配に関する主な尺度

弾性値=0.0
(%)

直近の期間 過去の期間

年
ジニ ア トキ ン

係数 ソ ン尺度
年

ジニ ア トキ ン

係 数 ソン尺度

ll本 198931.7

199432.6

9.2日 本

9.9

198429.$ ?.S

ア イ ル ラ ン ド

ス ウ ェー デ ン

イ ギ リス

ア メ リカ

ス イ ス

ドイ ツ

オ ー ス ト リア

カ ナ ダ

オ ラ ン ダ

ノ ル ウ ェ ー

198746.1

198743.9

198fi42.8

198641.1

198240.7

198439.5

1985/198fi39.1

198737.E

X98734.8

197933.5

20.0

20.0

18.7

15.5

15.6

17.7

×5.2

13.0

11.7

11.9

ス ウ ェ ー デ ン

イ ギ リス

ア メ リカ

198141.1

19793fi.5

197938.8

オ ー ス トラ リア1981/198236,9

カ ナ ダ198135.0

オ ラ ン ダ198333.9

17.7

13.8

14.1

13.6

11.4

11.0

フ ラ ン ス

フ ィ ン ラ ン ド

イ タ リア

ル ク セ ン ブ ル グ

ベ ル ギ ー

1984

1987

1986

1985

iii

41.7

37.9

3fi.1

28.0

27.3

15.8

14.3

12.3

6.5

6.3

フ ラ ンス

ベ ル ギ ー

197940.615.1

198527.5 6r1

1.市 場 所 得 が ゼ ロの 世帯 は推 計 の 際,対 象 か ら除 外 した。

資 料:日 本 以 外 は前 出,Atkinsonetal.(1995)。(同 卜,27頁)。

整
前
」
)

は
、

先

に
ω

で
み
た
可

処
分

所

得

の
分

配

(表

6
の

「租
税

・
移
転
調
整
後
」
)
に

比

較

し

て
、
よ

り
不
平
等

と
な

っ
て

い
る
。

「
等

価

可

処

分

所

得

の
低

い
順

に

サ

ン

プ

ル
を
並

べ
た
場
合

、

(等
価
)
可
処

分
所

得

は
市

場

所

得

と
比

べ

て
よ
り

分

配

が
平

等

で
あ

っ
た
。

こ
れ

は
租

税

及

び
移

転

に

よ
る
再

分

配

が

効

果
的

に
行

わ

れ

て
い

る

(十
分
か
不
十
分
か
は
別
と
し
て
…
…
引
用
者
)

こ
と
を
意

味

す

る
」

(二
四
頁
)。

つ
い

で
日
本

に
お

け

る
市

場
所

得

の
分

配

を
国

際

比

較

し

て
み

る

と
、

ロ
ー

レ

ン

ツ
曲
線

に
お

い

て
も

(表
7
参
照
)
、

ま

た

そ

の
他

の
不
平

等

尺
度

(表
8
参
照
)

に
お

い

て
も
、
同

一
の
結

果
が

示

さ
れ

て
い
る
。

す
な

わ
ち

、
「
日
本

の
再
分

配
前

の
所

得

分

布

は
北

欧

諸
国

も
含

め

か

な

り
平

等

な

位

置

に
あ

る
と
考

え
ら

れ
、
以
下

(次

の
㈹
)
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(%)

表90ECD諸 国 にお ける租 税の分配

弓」単'「生f直=0.5

に
税
値
均
央
平
中
る
得
す
所
対
率

22.0

20.6

22.8

鵬
襯
脚
…
㎜
謝
獅
珊
鋼
細
獅
枷
姻
珊
㎜
捌
瓢
3s.9

5分 位

年 1 2 3 4 5 合計

日本 19547.511.i

X989fi.9×0.3

19946.610.2

15.221

14.220

14.721.

4

8

1

i

47.8

47.4

100.0

100.0

100.0

オ ー ス ト ラ リ ア

ス イ ス

カ ナ ダ

ドイ ツ

イ タ リア

オ ラ ン ダ

ノ ル ウ ェ

ス ウ ェ ー デ ン

イ ギ リス

ア メ リカ

1981

1985

1982

1981

1987

1984

1987

1983

1987

1979

1986

1981

1987

1979

cif

1979

1986

1.1

0.7

5.8

1.8

3.6

5.5

7.0

5.5

10.3

3.5

3.7

10.1

6.3

4.0

4.5

2.5

3.8

8.1

7.s

10.2

9.3

8.8

10.4

12.2

11.8

10.0

11.4

13.2

13.1

12.5

11.5

8.1

7.6

fi.9

16.2

16.3

14.7

16.7

16.2

17.0

17.6

17.O

is.2

18.2

19.2

17.7

×7.7

i

15.9

14.6

13.9

24.8

24.2

21.1

25.8

24.8

23.E

23.8

22.9

22.3

25.8

25.7

23.3

23.3

25.1

25.0

24.7

22.6

49.8

51.2

.・

46.5

46、5

43.7

39.3

42.7

41.2

41.i

38.1

35.8

40.1

41.4

46.4

50.6

52.7

100.0

100.O

lOO.0

100.0

1Q4.O

loo.0

100.0

100.O

loo.o

lao.a

100.O

loo.0

100.0

100.0

100.O

loo.0

100.0

フ ィ ン ラ ン ド 19874.911.2 17.1 23.942.9100.0

資 料 日本 以 外 はAtkinsonetal.(1995)。(本 書,29頁)。

で
み
る

よ
う

に
租
税

及

び
移
転

に

よ

る
再

分

配

の
度

合

い
が
弱

い

に

も

か

か
わ

ら
ず
、

可
処

分
所

得

の

分

配

が
比

較
的

平

等

で
あ

る
と

い

う
関
係

を

も

た
ら

し

て
い
る
」
(.
.

八
頁
)

と
し

て
い
る
。

上

掲
表

で

み
る

か
ぎ

り

で
は
、

市

場
所

得

に

お

い

て
日
本

よ
り
分

配

が
平
等

な

国

は

ル
ク

セ

ン
ブ

ル
グ

と

ベ

ル

ギ

ー

の
み
と
な

っ
て
い
る
。

⑧

租
税

お

よ
び
移

転

の
分

配

租

税

の
分
配

は
、

表

9

に
み

ら

れ

る
と

お

り
、

各

国

と

も

に

一
応

累
進

的

と
な

っ
て
お

り
、

5
分
位

階

級
別

の
最

下
位

層

(第
-
分
位
)

の
負
担

が
、

最
高

で
全

体

の

一
〇

%
程
度

か

そ
れ
以
下

、

ま
た
最

上

位
層

(第
5
分
位
)
で
四
〇

～

五
〇
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表100ECD諸 国 にお ける移転 の分配

弾性値=0.5

{/}

5分 位

年 1 2 3 4 5 合計

所得中央値に
対する平均移
転率

日本 198419.9

19$918.2

199418.4

X5.4

17.6

18.7

16.220.3

18.120.4

17.920.9

2s.2100.0

25.6100.0

24.1100.0

7.4

10、0

11.9

オ ー ス ト ラ リ ア

ベ ル ギ ー

ス イ ス

カ ナ ダ

フ ラ ンス

ドイ ツ

ァ イ ル ラ ン ド

イ タ リア

ル クセ ン ブル グ

オ ラ ンダ

ノ ル ウ ェ ー

ス ウ ェ ー デ ン

イ ギ リス

ア メ リカ

1

5

5

8

2

1

7

9

4

4

7

6

5

3

7

9

6

1

7

9

6

9

6

8

8

8

8

8

8

8

7

8

8

8

8

8

8

8

7

8

8

8

7

8

7

8

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

1

1

1

ー
ム

ー

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

8

1

9

5

5

0

5

7

5

8

0

6

3

8

9

0

5

0

2

6

7

7

2

2

0

2

1

8

3

9

9

7

1

2

5

7

1

4

4

1

8

5

0

6

9

9

4

4

2

2

3

3

2

1

1

2

3

1

1

2

2

3

2

1

1

3

2

2

2

2

6

5

6

2

9

2

2

8

2

9

4

3

8

3

9

6

9

8

0

9

1

2

2

4

2

3

9

2

4

1

1

2

1

6

8

1

1

0

6

3

5

0

5

1

1

2

2

2

2

1

2

2

2

2

2

2

1

1

2

2

2

1

2

2

2

2

2

2

3

4

9

1

6

9

2

8

4

7

3

7

5

4

9

4

2

8

7

4

4

4

1

3

4

1

0

5

7

9

8

8

6

1

9

9

8

6

6

4

9

1

7

9

7

7

1

1

2

2

1

1

1

1

1

1

2

1

1

1

1

1

1

1

2

1

1

1

1

5

9

6

1

3

1

0

7

7

0

2

7

5

4

7

6

2

5

9

0

1

7

5

2

2

6

6

3

4

5

7

7

1

5

0

2

0

7

3

2

9

9

7

6

4

7

1

1

1

1

1

1

1

1

1

2

1

2

2

2

1

1

1

1

1

1

1

1

1

2

0

1

7

3

1

1

6

7

3

6

6

4

6

2

1

0

7

4

0

9

1

1

9

8

6

8

3

2

2

2

4

8

9

7

2

7

9

5

1

8

7

5

1

7

5

1

1

1

1

1

2

2

1

2

2

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

フ ィ ン ラ ン ド 198725.9 22.6 18.215.8 17、6

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1
↓

-

}
0
㎜
伍
…
10

8

3

3

9

3

1

4

2

0

8

5

4

7

5

3

5

1

0

5

5

3

9

4

0

1

3

4

7

0

2

2

5

9

0

1

3

8

8

3

5

5

5

8

4

8

9

1

1

3

3

1

1

2

2

1

2

2

2

2

2

1

1

3

3

1

2

一
772

資 料=日 本 以 外 はAtkinsonetal.(1995)。(本 書,30頁)。
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%

と
な

っ
て

い
る
。

こ

の
中

で
、
「
日
本

に
お

け

る
租
税

の
分

配

は
、
国

際

的

に
み

る
と
中

所
得

層

に
比

較
的

軽

い

こ
と
が
特

徴
的

で
あ

る
。
す

な
わ

ち
、
5

分
位

階

層

の
最
下

位
、
最

上
位

層

の

シ

ェ
ア
が
相

対

的

に
大

き

く
、
第

3
、

4
分

位

の

シ

ェ
ア
が
小

さ
く

な

っ
て
い

る

(第
2
分
位
は
平
均

的
水
準
」
(
.
.九
頁
)
。

ま
た
移

転

の
配

分

に

つ
い

て
は
、

表

10

に
み
ら

れ

る
と

お

り

「
各
所

得

階
層

に
均

等

、

と
き

に
は
高

所
得

層

に
手
厚

い
国

(「ば
ら
ま
き

型
」
と

い
う
こ
と
も
で
き
る
)、
低

所
得

層

に
手

厚

い
国

(㎜絞
り
込
み
型
」
)
と

い
う
類

型

化

が
可
能

で
あ

る
。

フ
ラ

ン

ス
、

イ

タ

リ

ア
、

ル

ク

セ

ン
ブ

ル
グ

な
ど

が
前
者

、

オ

ー

ス
ト

ラ
リ

ア
、

ア
イ

ル
ラ

ン
ド
な

ど
が

後
者

の
代
表

例

で
あ

ろ
う
」
。

ま

た
、

こ

の
中

で
、

「
日
本

の
移

転

の
分

配

は
、

他

の
O
E

C

D
加
盟

国

と
比

較

し

て
、

低
所

得
層

へ
の
絞

り
込

み

の
度

合

い
が
弱

く
、

ど

ち
ら

か
と

い
う
と
高

所
得

層

に

手

厚

い
グ

ル
ー
プ

に
属

す

る
。

最
下

位

か

ら
第

3
分

位

ま

で
の
層

は
全

て
の
移
転

の

.
一〇

%
未

満

し

か
得

て
お

ら
ず
、

最

上
位

層

が

二
〇

%
台
半

ば

の
シ

ェ
ア
を
占

め

て

い
る
。

日
本

に
お

け

る
移
転

の
主
要

な
部

分

は
公

的

年
金

で
あ

り
、

こ

こ
で
の
結

果

は
報

酬
比

例
部

分

に

よ

る
公
的

年

金
給

付

の
逆

進
性

を
多

分

に
反
映

し

た

も

の

で
あ

る
と

み
ら

れ

る
」

(、
.九
～
.一.O
頁
)
。

本

書

の
評

価

と

や
や
異

る
面

も
あ

る
が
、
概

括
的

に
い
え
ば

、

わ

が
国

は

O
E

C

D
諸

国

の
中

で
、

租

税
負
担

の
逆
進

性

が
相

対
的

に

強

い
グ

ル

ー
プ

に
属

し

(租
税
分
配
に
お
け
る
第
1
、
2
分
位

の
比
率

が
比
較
的

に
高

い
)、
ま
た
公

的
年

金

を
含

む
社
会

保

障
制

度
全

体

が
著

し

く
未

熟

か

つ
劣

悪

な
グ

ル
ー
プ

に
属

し

て
い

る

(移
転
分
配
に
お
け
る
第
1
、
2
分
位

の
比
率
が
最
低
に
低

い
)
と
言

っ
て
よ

い

で
あ

ろ
う
。

三

国
際
比
較

の
視
点

に
た

っ
た
日
本

の
所
得
分
配
分
析
を
う
け

て
、
主

に
第

三
章

で
、
「
八
四
年

か
ら
九

四
年

に
か
け
て
」
生
じ
た

「
所
得

格
差
拡
大
」

の

「
背
景
」
と

「
要
因
」
が
統
計
的

に
分
析
さ
れ

て
い
る
。



13所 得格差と所得再分配

表11所 得階級別の所得構成

弾性値=0.5
(%,%ポ イ ン ト)

・ ・. 1994 変化(84-94)

勤労所得

低所得層(第1～3分 位)

中所得層(第4～7分 位)

高所得層(第8～10分 位)

11.8

37.s

50.s

13.01.1

36.51.1

50.5-0.1

資本および自営所得

低所得層(第1～3分 位)

中所得層(第4～7分 位)

高所得層(第8～10分 位)

23.3

31.3

45.4

17.8

27.5

54.7

一5
.5

-3
.8

9.4

市場所得

低所得層(第1～3分 位)

中所得層(第4～7分 位)

高所得層(第8～10分 位)

7

¶
1

9
白

0
σ

5

1
且

1

0
0

F
O

凸
U

Q
U

9
白

ど
0

だ
0

0
σ

-

り
0

4

一1
.2

-0
、8

2.Q

移転

低所得層(第1～3分 位)

中所得層(第4～7分 位)

高所得層(第8～10分 位)

28.027.5

32.737.5

39.335.0

刃.5

4.8

-4
.2

租税

低所得層(第1～3分 位)

中所得層(第4～7分 位)

高所得層(第8～10分 位)

可処分所得

12.6

3Q.9

56.6

11.3

29.7

59.0

一1
.3

-1
.2

2.4

低所得 層(第1～3分 位)

中所得 層(第4～7分 位)

高所得 層(第8～10分 位)

is.3

3fi.7

47.0

15.7-0,6

36.5-一 一〇.2

47.80.8

※36頁 。

ω

所

得
源
泉

別

に

み
た
拡
大
要
因

先

ず
、
所

得

分
配

の

状

況
と
推

移

を
、
八

四

年

か
ら
九

四
年

に
か

け

て
所
得

源
泉
別

に
み

て

み

る
と
、
表

11

に
み
ら

れ
る
と
お
り
、
「
こ
の

一

〇
年

間

で
、
低

所
得

層

に
分

配
さ
れ

る
勤
労

所

得

の

シ

ェ
ア

は

上

昇

し
、
資
本
所

得

及

び
自

営

所
得

の
シ

ェ
ア
は
下

落

し
た
。

他
方
、

資
本

所

得

及

び

自

営

所

得

は
、
高

所
得

層

に
よ
り

厚

く
分
配

さ
れ

る
よ
う

に
な

っ
て

い
る
。
労
働
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表12可 処 分所 得の不平 等度 に対す る各所得源 泉 の寄与:SCV

弾 性値 一〇.5
(%,%ポ イ ン ト)

1984 1994 変化(84-94)

可処分所得全体の不平等に対する寄与くD

勤労所得

資本および自営所得

移転

租税

移転と租税

94.1

41.2

2.6

-37 .9

-35 .3

94.8

41。8

4.3

-40
、9

-3s
.s

0.7

0.s

1.7

-3 .0

-1 .3

シ ェ ア{2)

勤労所得

資本および自営所得

移転

租税

82.5

1

6.7

-20 .0

93.0

・

10.8

-20 .6

10.5

-14 .0

4.1

-0 .5

相対不平等尺度(1ソ(2)

勤労所得

資本および自営所得

移転

租税

1.11.0

1.32.5

0.40.4

1.92.0

一〇
.1

1.2

0.o

o.1

※37頁 。

若

干
補

足

し

て
再
説

す

れ
ば

、

第

一
に
、

勤
労
所

得

の
な
か

で
、
「
低

所
得

層

(第
-
～
3
分
位
)
に
分

配

さ
れ

る
勤

労
所

得

の

シ

ェ
ア
上

昇
」

は
、

単
位

当

り

の
所
得

上

昇

で
は
な

く
、

自
営

業

や
農
業

か

ら
賃

労

働

へ
の
移

行

と
女
性

の
職
場

進
出

(
パ
ー
ト
労
働
を
含
む
)

の
急

増

を
主

と
し

て
反
映

し

て

い
る
と
思

わ
れ

る

こ
と
、

第

.
一

に
、
資

本

及
び

自
営

所

得
、
と
り

わ
け
資

本

所
得

は
、
高

所
得

層

(第
8
～
10
分
位
)

に
ま
す

ま
す
集

中

す

る
傾
向

を
強

め

て

い
る

こ
と
、

そ

し

て
第

三

に
、

市
場

所

得
全

体

で
み

て
も

、

低

・
中

所
得

層

が

い
ず

れ
も

シ

ェ
ア
を

減
少

さ
せ

て
い
る

の
に
対

し

て
、

高

所
得

層

は

シ

ェ
ア

を
拡

大

し

て
い
る

こ
と

で
あ

る
。

そ

こ

で
次

に
、

「
こ
れ

ら

市

場

所

得

が
可

処

分

所

得

の
格

差
拡

大

に
ど

の
程

度

寄
与

し

た
か
」

を
、

S
C

V

に

つ
い
て
み

て
み

る
と
、

第

一
に
、

表

12

に
み

ら
れ

る

力

が
自
営

か

ら
雇

用

に
移

る
な
か

で
、

低

所

得
者

が
勤

労

所

得

に
よ

り
依

存

す

る
形

に
な

っ
た

と

み

ら

れ

る
」

(..五

頁
)。
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と
お

り
、
「
各

年

に
お

け

る
可

処
分

所

得

の
S
C

V
水
準

に
対

す

る
寄
与
度

(
に
お
い
て
)、
勤

労
所

得

の
寄

与

が
圧
倒

的

に
大

き

く
、
次

い

で
資

本

及

び
自
営

所

得

で
あ

る
。
な

お
、

こ
れ

ら

は
租

税

の
再

分

配
効

果

(後
述
)
に
よ
り
お

お
む

ね
相

殺

さ
れ

る
と

い
う
構
造

に
な

っ
て

い

る
」

(三
五
頁
)
。

第

、
↓に
、
「
こ
れ

ら

の
寄
与

度

は
、
可
処

分
所

得

に
占

め

る
各

所
得

源
泉

の
シ

ェ
ア
と
、
各
所

得
源

泉

そ

の
も

の

の
分
配

の
不
平
等

度

に

さ

ら

に
分

解

で
き

る
。

そ

の
結

果

を

み

る
と
、

勤
労

所
得

の
寄
与

が
大

き

い

の
は

そ

の

シ

ェ
ア
が
大

き

い

こ
と

に
よ
る
と

い
う
点

が
確

認

で
き

る
。

こ
れ

に
対

し
、

資
本

及

び
自

営
所

得

は
そ
れ
自

身

の
不
平
等

度

が
高

い

こ
と

が
、
特

に
九

四
年

に

つ
い

て
は
重
要

と
な

っ
て
い

る
」

(
...五
頁
)
。

第

三

に
、
可
処

分

所
得

の
S
C

V

の
変

化

(全
体

で
五

・
三
%
増
加
)

へ
の
各

所
得

源

泉

の
寄
与

度

(表
13
参
照
)
に

つ
い

て
い
え
ば

、
「
こ

れ

ら

の
寄
与

は
、

さ

ら

に
各

構

成
要

素

の

シ

ェ
ア
の
変

化

に
よ

る
部
分

と

そ
れ

自
身

の
不
平

等
度

の
変

化

に
よ

る
部

分

に
分

け
ら
れ

る
。

そ

の
結

果
を

み
る

と
、
勤

労

所
得

は

シ

ェ
ア
拡

大

と

そ
れ
自

身

の
不
平

等
度

増

加

の
両

方

が
全
体

の
S

C
V

の
増
加

に
寄

与

し

て

い
る
。

資

本

及

び
自
営

所

得

は
、

シ

ェ
ア
は
縮

小

し

て
い

る
た
め

マ
イ

ナ

ス
の
寄
与

で
あ

る
が
、

そ
れ
以

上

に
そ
れ
自

身

の
不
平

等

度

が
増

加
し

て
い

る

こ
と

が
効

い
て

い
る

こ
と
が
分

か

る
。

市
場

所

得
全

体

と

し

て
は
、

比
較

的

格
差

の
小

さ

い
勤

労

所
得

の

シ

ェ
ア
拡

大

と

い
う
格

差

縮
小

要

因

は
あ

っ
た

が
、

そ

れ
以
上

に
各

所

得

ご
と

の
格

差

拡
大

が
生

じ
た

と
結

論
付

け

る

こ
と

が

で
き

る
」

(、二
Lハ
{
'三
レ]
}貝
)。

そ
し

て
最
後

に
、
租

税

及
び

移
転

の
再
分

配
効

果

に

つ
い

て
、
本
書

は
、
「租

税

の
再
分

配
効

果

が
f

分

に
機
能

し

て

い
る

こ
と
が
分

か

る

(表
12
)
。
他

方

、

移
転

は
わ
ず

か

な

が
ら

プ

ラ

ス
の
寄
与

で
あ

り
、

そ
れ
だ

け

を

み
る

と
逆
進
性

が

あ

る

こ
と

を
示

し

て
い
る
。

低
所

得
層

に
分

配

さ
れ

る
移
転

の

シ

ェ
ア
に
は
若

F

の
低

下

が

み
ら

れ

る
が

(表
11
)
、

こ

の
こ
と

は
再

分

配

に
お

け

る
移
転

の
役

割

の

低

下
を

示

し

て
い
る
。

た

だ
し
、

租

税

に

つ
い

て
は
、
八

四
年

よ

り
九

四
年

に
お

い

て
、

よ

り
大
き

な
割

合

が
高

所
得

層

に
よ

っ
て
支
払

わ

れ

て
い
る
」

(.二
七
頁
)
と
述

べ

て
い

る

(表
12
参
照
)。

(な
お
、
表

13
に
よ
る
S
C
V
の
増
加

へ
の
寄
与
度

で
み
て
も
結
果
は
同
じ
)。
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表13可 処分所得のSCVの 変化への各所得源泉の寄与

弾性値=0.5
(%ポ イ ン ト)

1984-1994

勤労所得

シェア

自身の不平等度

全体

(1)

(2)

(1)+(2)

3.0

2.1

5.2

資本および自営収入

シ ェ ア

自身の不平等度

全体

(3)

(4)

(3)+(4)

一7
.4

9.8

2.4

移転

シ ェ ア

自身の不平等度

全体

{5)

(6)

f5)+(6)

0.4

0.2

0.6

租税

シ ェ ア

自身の不平等度

全体

(7)

(8)

(7)+(8)

一〇
.3

-2
.6

-2
.9

可処分所得

各源泉のシェア

各源泉の不平等度

全体

一4
.3

9.5

5.3

(注)1.可 処分所得 に 占め る各所得源泉 の シェアの変化 による,全 体 のSCVの 変化。尺度が マイ

ナ スの場合,不 平等 度の減少 を意味す る。

2.各 所得源泉 自身の不 平等度 の拡大又 は縮 小によ って生 じる全体 のSCVの 変化。

X38頁 。

場
所
得

の
各
要
素
ご
と

の
格
差

拡

大

の

た
め

に
、
換

言

す

れ

ば
、
低
所
得
層

に
分
配
さ
れ
る

勤
労
所
得

の
シ

ェ
ア
上
昇
と
、

資
本
所
得

の
高
所
得
層

へ
の
集

以

上
を

要

約

し

て

い
え
ば
、

八

四
～
九

四
年

の

一
〇
年

間
、

租

税

・
移

転

の
再

分

配

効

果

は
、

総
体

と
し

て

一
定
程

度
高

ま

っ
た
も

の

の
、
主

と

し

て
市

ま

た
、

租

税

と
移

転

の
再

分

配
効

果

は
、

再
分

配

前

と
再
分

配
後

の
指
標

を

比
較

し

た
前
掲

表

6

に

よ

っ
て
も
、

「
こ

の

一

〇
年

間

(八
四
～
九
四
年
)
で
再

分

配
効

果

が
高

ま

っ
て
い
る
」

(三
九
頁
)

こ

と

を

確

認

で

き

る
、

と

し

て
い
る
。
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中
強
化

の
た
め
に
、
全
体

と
し

て
み
た
可
処
分
所
得
は

こ
の
間
格
差
を
拡
大
し
た
、
と
い
う

こ
と

で
あ

る
。

㈲

世
帯
属
性
別

に
み
た
拡
大
要
因

▼」
▼し
で
は
、
世
帯
属
性
す
な
わ
ち
世
帯
主

の
年
齢
、
世
帯
員

の
就
業
状

況
、
家
族
形
態
と

い

っ
た
属
性
別

に
グ

ル
ー
プ
分
け
を
行

い
・

そ
の
う
え

で
各
々

の
グ

ル
ー
プ
間
な
ら
び

に
グ

ル
ー
プ
内

の
所
得
格
差
が
分
析
さ
れ

て
い
る
。

詳
細

は
省
略

し
て
結
論
を
紹
介
す
れ
ば
、
次

の
と
お
り
で
あ
る
。

百

本

の
可
処
分
所
得

の
不
平
等
は
、
過
去

δ

年
間

で
拡
大
し
た
。
こ
れ
に
は
、
笙

に
、
就
業
者

の
い
な

い
世
帯

(こ
の
グ
ル
ー
プ
内

で
の
所
得
格
差
は
相
対
的

に
大
き

い
)
の
割

合

が
上
昇

し

た

こ
と

が
最

も
大

き

く
寄

与

し

て
い
る
。
失

業
率

は

こ
の
間

で
そ
れ

ほ
ど
差

が
な

い

}、
と
か

.り
、

む

し

ろ
高
齢

化

に
よ

っ
て
非

就
業

世

帯

が
増
加

し

た

た
め

と

み
ら

れ

る
。
第

二

に
、
就

業

世
帯

の
中

で

の
所

得
格

差

が
拡

大

し

た

こ
と
も
寄

与

し

て
い

る
。

こ
れ

は
若
年

世
帯

の
相
対

所

得

の
低
下

と
合

わ

せ
る

と
、
若

年

女
子

の
労

働

力
率

上
昇

を

反
映

し

て
い
る

可
能

性

が

あ

る
」

(六
頁
)。

こ
の

こ
と

を
示

す

の
が
就

業

状

況
別

の
M

L
D

の
変

化
を

み
た
表

14
、

15
、

16

で
あ

る
。

「
全
体

の
M
」

D

の
増

加

(表

M
参
照
)
に
最

も
寄

与

し

て
い

る

の
は

『
構

造
効

果
』

(各
グ

牛

プ
の
シ

ェ
ア
の
変
化

に
よ
る
も
の
)

で
あ

っ

た

(表
15
)
。
『
純

粋

な

グ

ル
L

フ
内

効
果
』
(
シ

ェ
ア
を

是

と
し
た
と
き
の
各
グ

孕

プ
内

の
不
平
等
に
よ
る
要
因
)
も

ま

た
・
そ

の
程

度

は
や
や

小

さ

い
な

が

ら
全
体

の
格
差

拡

大

に
寄
与

し

た
。
『
純

粋

な

グ

ル
ー
プ
間
効

果

』
(
シ

ェ
ア
を

↓
定
と
し
た
と
き

の
グ
ル
ー
プ
間
の
平
均
所
得

の
差

に
よ
る
要
因
)
は

マ
イ

ナ

ス
で
あ

り
、

グ

ル
ー
プ
間

の
相

対

所
得

の
変
化

が

全
体

の
格

差
拡

大

を
緩

和

さ

せ
た

こ
と

を

示
し

て
い
る
。

『
構

造
効

果
』
の
中

で
は
、
41

就

蕃

帯

(
こ
の
グ

t

フ
内

で
の
所
得
格
差

は
大
き
い
)
の

シ

ェ
ア
の
増

加

が
特

に
寄

与

し

て
い
た

(書

)
・

失
業

率

は

Ψし
の

δ

年

間

で
そ
れ

ほ
ど
差

が

な

い

}」
と

か
・り

合

.
二
?

、
充

%
)、
む

し

ろ
高

齢

化

に
よ

っ
て
非
就

業

世
帯

が
増

加

し

た

と

み

ら

れ

る
。
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表14就 業状 況別 のMLD寄 与度 分解(そ の1)

弾性 値=・0.5{/
, %ポ イ ン ト)

全体のMLD グル ープ間効果 グルー プ内効 果

1994年 の値

変 化(84…94)

寄 一与率

12.6

1.5

100.0

0.7

0.3

・ ・

ll.9

1.2

i1

※48頁 。

表15就 業状 況別 のMLD寄 与度分 解(そ の2)

酵単,1生イ直=0.5
(%ポ イ ン ト)

変 化($4--94) 構造的効果
純粋なグル 純粋なグル
ープ間効果 一プ内効果

る
化
度

よ
変
与

に
の
寄

果
D
の
計

効
L

へ
合

各
M
幅
の

非就業世帯による寄k}

就業者1人 世帯 による寄 与

就業者2人 世帯 による寄 与

2.3-0.8

0.51.8

0.02.1

一〇
.1

0.3

0.4

1.5

1.s

-1 .7

各世帯類型によるMLDの

変化幅への寄 写度の合計
1.8

一1 .00.71.5

※49頁 。

表16家 族形態別にみた相対可処分所得の変化への各所得源泉の寄与

弾性値二〇.5(%)

森轟繍 森氏1命 毒覇嚇 森絡館
勤労所得

資本および自営所得

移転

租税

口∫処分所得

14.2

-15 .3

-1 .8

a.o

-2 .9

一23
.8

1.1

12.8

3.3

-6
.5

13.912.2

-15 .514.9

0.93.8

-0 .70.3

-1 .41.3

※42頁 。
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『
純
粋

な

グ

ル
ー
プ
内

効
果

』
の
中

で
は
、
就
業

世
帯

の
中

で

の
所
得

格

差

が
拡

大

し

た

こ
と

が

プ

ラ

ス
に
寄
与

し

て
い

る

(表
15
)。

こ

れ

は
若
年

世
帯

の
相
対

所

得

の
低

下

(表
16
)
と
合

わ

せ

る
と
、
若

年

女
子

の
労

働

力
率

上

昇
を

反
映

し

て
い
る
可

能
性

が
あ

る
」
(
四
八
～

五
〇
頁
)。

(注
)

な
お
本
書
は
、
㎞結
論
」
と
し

て
、
「
こ
の
種

の
分
析

に
は
い
く

つ
か
の
統
計
上

の
留
保
条
件
が
伴
わ
ざ
る
を
え
な
い
」

(五
二
頁
)
と
し

つ
つ
、

「
▼、
れ
だ
け
日
本
経
済

の
経
験
や
現
状

に

つ
い
て
の
知
見
が
世
界
か
ら
求
め
ら
れ
、
ま
た
、

日
本

で
も
世
界
の
動
き

に
学
び
な
が
ら
構
造
改
革
を
断
行

し
よ
う

と
し

て
い
る
現

在
、
不
完

全

で
は
あ

っ
て
も
日
本

の

デ
↓

を
国
際

比
較

の
枠

組

み

の
な
か

に
位
置

づ
け

る
と

い
う
我

々

の
試

み
は
・
よ
り
精

緻
な
分
析
や
政
策
論
議
を
展
開
す
る
上

で
の
基
礎
的
な
材
料

と
し
て
有
用
で
あ
る
か
も
し
れ
な
い
。

我

々

の
分
析

か

り
直
ち

に
具
体
的

な
処
方
箋

が
導
か

れ
る

わ
け

で
は
な

い
が
、
さ
し
あ

た
り
、
ど

の
よ
う

な

メ

ッ
セ
↓

が
考

え
ら
れ

る
か

を
整
理

し

て
み
る
と

以
F

の
よ
う

に
な

ろ
う
」

と
し

て
、

以
ド

の
..一点

を
指
摘

し

て
い
る
。

「
第

一
に
、

国
際
的

に
み
る
と
、

日
本

は
ど

ち
ら
か
と

い
え
ば
平
等

な
国

で
あ

る
と

い
う
計

測
結
果
が
得

ら

れ
た
。

こ
の
結

果

は
十

分
割
り
引

い

て

解
釈

す

べ
き

で
あ

る
が
、
少
な

く
と
も

ア
メ
リ
カ
の
よ
う

に
所
得
格

差
が
深
刻

で
あ

る
と

い
う

こ
と
は
な

い

で
あ
ろ
う
・
ま
た
・
市
場
所
得

の
分
配
も

不
平
等

と

は

い
え
ず
、
政
府

に
よ
る
再
分
配

の
規

模

は
小

さ
く
抑

え
ら
れ

て
い
る
。

第

二

に
、
所
得

格
差

の
計

測

は
、
同
居
、
別
居

の
選
択

を
通

じ
た
格
差

回
避

メ
カ

ニ
ズ

ム
の
存
在

を
考
慮

し
な
け
れ
ば
な

ら
な

い
・
さ
も
な
け
れ
ば
・

所
得
格
差

の
程
度

が
実

態
以
上

に
誇
張

さ
れ
、
問
題
視

さ
れ

る

こ
と

に
も
な

り
か
ね
な

い
。
特

に
、
高
齢

者

間

の
所
得
格
差
を
論

ず

る
に
当

た
り
、
こ

の
点

が

い
か

に
重
要

で
あ

る
か

が
示

さ
れ
た
と
考

え
ら
れ

る
。

第

三

に
、
日
本

の
所
得

格
差

は
確

か

に
拡
大

し

て
い
る
が
、
主

と
し

て
高
齢
者

の
割
合

の
高

ま
り

に
よ

る
面

が
強

い
と
推
測

さ
れ
・
諸
外

国

で
観
察

さ
れ

る
よ
う

な
社
会

的

一
体
性

を
揺

る
が
す

よ
う
な
も

の

で
は
な

い
。

こ
れ
ら

の
判
断
を
踏

ま

え
る
と
、
個
人

間

の

マ
ク

ロ
的
な

所
得
格
差

に
着
目
す

る
限

り
、
日
本

で
は
そ
れ

が
制
約

と
な

っ
て
分
配

面

に
影
響
を

及
ぼ

す
政
策

が
行

え
な

い
状

況

に
は
な

い
。

い
い
か
え
れ
ば
、

市
場
重
視

型
改
革

の
余
地

が
あ

る
国

と

い
え
る

の

で
は
な
か

ろ
う
か
」

(
五

二
頁
)
。

四

最
後

に
、
本
書

の
租
税

.
移
転

の
再
分
配
効
果

に
関
す
る

百
及

に

つ
い
て
、

一
霞
補
足
的

コ
メ
ン
ト
を
付
記
し

て
お
き
た
い
。

「
租
税

の
再
分
配
効
果

は
ト
分

に
機
能
し

て
い
る
」
「
再
分
配

に
お
け
る
移
転

の
役
割

は
若
干

の
低
下

が
み
ら
れ
る
」
(以
上
、
二
八
頁
)
、
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尺

四
年

か

ら
九

四
年

へ
か

け

て
、
移

転

は

プ

ラ

ス

(籠

低
下
)、
租
税

は

マ
イ

ナ

ス

(機
能
上
昇
)
で
あ

る
が
、
租
税

の

マ
イ

ナ

ス
幅

が
大

き

い

の

で
租

税
及

び
移

転

の
再
分

配
効

果

は
高

ま

っ
て

い
る
」
「
再

分

配

前

と
再
分

配

後

の
指

標
を

比
較

す

る
と

、
こ

の

一
〇
年

間

で
租

税

と
移

転

の
再

分

配

の
効

果

が
高

ま

っ
て
い
る
」
(以
上
、
三
九
頁
)
と
本

書

が
述

べ
て

い
る

▼」
と

は
、
す

で

に
先

の
三

そ

の
他

で
紹
介

し

た

と

お

り

で
あ

る
。

し

た
が

っ
て
、

わ
が
国

は
、

国
際

的

に
み

て

「
市
場

重

視

型
改

革

の
余
地

が
あ

る
国

(当
面
、
再
分
配
政
策
は
さ
ほ
ど
重
視
し

な
く
て
も
よ
い
?
)
」

(先

の
三
の
注
記
の
末
尾
)
と
.、」日
う

の

で
あ

ろ
う
。

確

か

に
・

冗

八

四
～
九

四
年

の

一
〇
年

間

に
関
す

る
か
ぎ

り
、

そ
し

て
ま
た

}」
の
間

の
基
礎

デ

↓

な

・り
び

に

「
不
平

等

尺
度

」

を

承
認
す
る
前
提

に
た

て
ば
、

こ
の
よ
う
な
立
論

や
評
価
も
統
計
分
析
上
成

り
立
ち
う
る

で
あ
ろ
う
。

し
か
し
・

そ
う
し
た
立
論

や
評
価
を
下
す
際
、
卜
分

に
考
慮

に
入
れ

る
べ
き
事
情

や
条
件
が
あ
る
。

た
と
え
ば
具
体
的
な
例
を
挙
げ

れ

ば
・
e
本
書
も
注

記
で
指
摘

し
て
い
る
と
雛

、
税
制
抜
本
改
革

に
よ
る
税
震

造

の
大
幅

「
簡
素
化
」
の
た
め
、
尺

四
年
か

り
八
九
年

に
か

け

て
は
反
対

の
動

き
」

す

な

わ
ち
租

税

の

「
再

分

配
効

果
を

弱

め
」

て
い
る
。

〇
八

四
～

八

九
年

は

い
わ

ゆ

る

バ
ブ

ル
景

気

の
ピ

;

ク
を
含

む
時

期

で
あ

る

の

に
対

し

て
、

八
九

～

九

四
年

は
そ

の
崩

壊

期

で
あ

り
、

し
た

が

・
て
}」
の
二

つ
の
五

年

間

に
は
、

と

り
わ

け
資

産
所
得
と
そ
の
税
収
面

で
極
め

て
大
き
な
落
差

が
あ
る
。
口
奎

田
で
は
で

タ
の
制
約
上
、
考
慮

さ
れ
え
な
か

.
た

の
は
当
然
と
し

て
も
、

九

七

年

の
地

方
消

費
税

の
導

入

を
含

む
消

費

税
率

五

%

ア

・
プ

は
、

そ

の
時
点

の
前
後

の
時

期

い
か

ん

で
、
所

得

逆
進

性

に
お

い
て
相

当

大

き

な
差

違

が
あ

る
・

四
移

転

に
関

し

て
も
、

と

り

わ
け
九

〇

年
代

後

半

に
入

.
て
、
医

療

費
自

己
負

担

の
引
上

げ
、
介

護
保

険

の
導

入

に
よ

る
新

規

保
険

料

の
徴

収

、

公
約

年

金

の
賃

金

ス
ラ
イ

ド
制

の
廃

止

(移
転
を
広
義
に
解
す
れ
ば
、
政
府

.
日
銀

に
よ
る
国
際
的
に
も
異
常
な

超
低
金
利
の
継
続

に
よ
る
所
得
移
転
も
あ
る
)

に
代

表

さ

れ
る
移

転

の
逆

進
性

の
強
化

、

等

々
が

そ

れ

で
あ

る
。

(注
)

「八
四
年
か
ら
八
九
年
に
か
け
て
は
反
対

の
動
き
が
み
ら
れ
た
。
租
税

に
よ
り
低
所
得
層

に
そ
の
負
担
を
移
し
、
そ
の
再
分
配
効
果
を
弱
め
る
り、

と
と
な

っ
た
・
こ
れ
は
・
所
得
税

の
累
進
性
を
緩
和
し
た
八
ヒ
年
九
月
と
八
八
年

三

月

の
税
制
改
革

の
結
果
を
反
映
し
て
い
る
。
例
え
ば
、
所
得
税
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の
最
高
税
率
は
、

こ
の
二
回
の
税
制
改
革
に
よ
り
、
七
〇
%

(八
三
年

は
七
五
%
…
…
引
用
者
)
か
ら
五
〇
%
に
引
き
ド
げ
ら
れ
た
」

(三
八
頁
)
。

換
言

す

れ

ば
、

一
定

期

間

の
統

計
分

析

を

通

じ

て
ト

レ

ン
ド
を

析
出

し
、

一
定

の
立

論

な

い
し
評

価

を
下

す
場

合
、

そ

の
期

間

や
比
較

時
点

の
と

り
方

い
か

ん

で
、
大

き

な
差
違

が
生

じ

う

る
と

い
う

こ
と

で
あ

る
。

ま

た
、

と

き

に
よ

っ
て
は
、
国

民

の
生

活
実

感

や
経

済
的

実

勢

と

多

か
れ
少

な
か

れ
掛

離

れ

た
結
論

を
導

き
出

し

か

ね
な

い
と

い
う

こ
と

で
あ

る
。

し

た

が

っ
て
、

そ
う

し

た
錯
誤

を

最
小

限

に
と
ど

め

る

た
め

に
は
、
少

な

く

と
も
、

第

一
に
景
気

循

環

の
状

況
、

局
面

転
換

の
具
合

か

ら

み

て
、
統

計

分
析

上

の
期

間

や
比

較
時

点

の
設
定

が
、
近
年

の

ト

レ

ン
ド
や
現
況

(
こ
こ
で
の
テ
ー

マ
で
い
え
ば
、
と
り
わ
け
市
場
所
得
)
を

析

出

す

る
上

で
妥

当

か

い
な

か

を
f

分

検

討

し

、
考

慮

す

る
必

要

が
あ

る
。

と

り
わ

け
昨

今

の
日
本

経

済

は

そ
し

て
国

際

的

に
も

、

バ
ブ

ル
景
気

と

そ

の
崩

壊

後

の
長
期

不

況

を
転

機

と
し

て
、

敗
戦

直

後

に
匹

敵

す

る
と

い

っ
て
も
恐

ら

く
過
言

で
は
な

い
、

激
動

的

な

構
造

的

転
換

の
局

面

を
迎

え

て

い
る

と
思

わ

れ

る
だ

け

に
、

こ
う
し

た
配
慮

が

き

わ

あ

て
重

要

で
あ

ろ
う
。

そ
し

て
第

二

に
、

統
計

分

析
上

の
期

間

や
比
較

時

点

の
設
定

に

つ
い

て
の
配
慮

が
、

あ

る
意

味

で
よ

り

い

っ
そ
う
重
要

な

の
が
政
策

動

向

で
あ

る
。

こ

こ
で

の

テ
ー

マ
に
関

し

て
い
え
ば

、
例

え
ば

可
処

分
所

得

は
、

税
制

や
社

会
保
障

制

度

の
有

り
様

い
か

ん

で
、

直
接

に
政

策

的

に
変
動

す

る
。

と

り
わ

け
問

題

な

の

は
、

そ

の
変

動
ー
1

政

策
的

改

正

の
幅

や
内
容

が
相

当

に
大

き

い
場
合

で
あ

る
。

し
か

も

こ
れ

は
、
通

常

毎
年

実
施

さ

れ

る
小

幅

な
改

正

と

は
異

っ
て
、

特
定

の
時
期

に
、

ま

た

い
わ
ば

不
規

則

に
実
施

さ
れ

る
と

い

っ
て
よ

い
か

ら
、

ト

レ
ン
ド
を
析

出

す

る
際
、

こ
れ

ら
を

対
象

期

間
内

に
ど

の
よ
う

に
包

含

す

る
か

い
な
か

で
、

統
計

的
結

論

に
相

当
大

き

な
差

違

が

生

じ

る
可

能
性

が
あ

る
か

ら

で
あ

る
。

「
政

策
論

議

を
展

開

す

る
上

で
の
基

礎
的

な
材

料
」
(五
二
頁
)
の
提
供

を

意
図

す

る
本

書

が
、

こ
う
し

た
観

点

を
、
い
ま

い

っ
そ
う
考

慮

に
入

れ

て
、

新

た

に
九

四
年

以
降

を

フ
ォ

ロ
ー
し
た
貴

重

な
統

計

分
析

を
継

続

さ
れ

よ
う

望

み
た

い
。

(
一
九
九
八
年
九
月

一
日
)


